
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 1 日本の EEZ 境界線























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(出所) ｢平成二七年度 水産関係予算概算要求の概要｣ (水産庁：
http://www.jfa.maff.go.jp/j/budget/pdf/140901hp27pr.pdf)､ 23 頁｡
な
お
、
水
産
庁
の
二
〇
一
六
(
平
成
二
八)
年
度
当
初
予
算
で
は
、
新
規
漁
業
就
業
者
総
合
支
援
事
業
(
毎
年
度
二
、〇
〇
〇
人
の
新
規
漁
業
就
業
者
を
確
保)
と
し
て
約
五
・
八
億
円
(
前
年
度
当
初
予
算
約
五.
六
億
円)
、
外
国
漁
船
の
操
業
対
策
(
最
新
鋭
の
漁
業
取
締
船
の
用
船
、
韓
国
・
中
国
等
外
国
漁
船
操
業
対
策
事
業
、
沖
縄
漁
業
基
金
事
業)
と
し
て
約
一
三
三
億
円
(
同
上
約
一
三
三
億
円)
が
計
上
さ
れ
て
い
る
(
)
。
ま
た
、
近
年
の
水
産
庁
の
漁
業
取
締
体
制
は
図
２
の
通
り
で
あ
る
(
)
。
(
二)
地
域
振
興
ａ
現
行
法
制
国
境
地
域
に
関
す
る
国
に
よ
る
地
域
振
興
と
し
て
は
、
離
島
の
み
に
焦
点
を
合
わ
せ
た
場
合
、
離
島
振
興
法
、
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
、
小
笠
原
諸
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
に
よ
る
施
策
が
あ
げ
ら
れ
る
(
)
。
ま
た
、
沖
縄
県
内
の
離
島
に
関
し
て
は
、
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
の
枠
内
に
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
奄
美
群
島
、
小
笠
原
諸
島
、
沖
縄
県
の
離
島
は
そ
れ
ぞ
れ
の
特
別
措
置
法
の
枠
内
で
振
興
策
が
検
討
さ
れ
、
そ
れ
以
外
の
指
定
有
人
島
を
有
す
る
自
治
体
は
離
島
振
興
法
の
枠
内
で
振
興
策
が
検
討
さ
れ
る
。
こ
の
他
、
北
海
道
根
室
地
域
を
対
象
と
し
た
｢
北
方
領
土
問
題
等
の
解
決
の
促
進
の
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律｣
や
過
疎
地
域
を
対
象
と
し
た
｢
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法｣
な
ど
が
あ
る
。
こ
れ
ら
の
う
ち
、
離
島
振
興
法
は
、
一
九
五
三
年
七
月
に
一
〇
年
間
の
議
員
立
法
と
し
て
成
立
し
、
二
〇
一
二
年
六
月
に
六
回
目
の
改
正
法
が
可
決
・
成
立
し
、
二
〇
一
三
年
四
月
に
施
行
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
同
法
は
二
〇
二
三
年
三
月
末
ま
で
延
長
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
改
正
法
の
注
目
す
べ
き
主
な
内
容
は
、
ソ
フ
ト
施
策
に
つ
い
て
規
定
の
充
実
、
離
島
活
性
化
交
付
金
の
交
付
、
離
島
特
別
区
域
制
度
の
整
備
(
制
度
創
設
の
総
合
的
検
討)
、
特
に
重
要
な
離
島
に
対
す
る
保
全
・
振
興
に
係
る
特
別
措
置
の
検
討
で
あ
る
(
)
。
ま
た
、
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
も
二
〇
一
二
年
三
月
に
｢
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案｣
及
び
｢
沖
縄
県
に
お
け
る
駐
38
留
軍
用
地
の
返
還
に
伴
う
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案｣
が
国
会
で
可
決
・
成
立
し
、
同
年
四
月
よ
り
施
行
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
法
律
の
期
限
が
一
〇
年
間
延
長
さ
れ
る
と
と
も
に
、
県
の
主
体
性
を
よ
り
尊
重
し
、
財
政
・
税
制
面
を
中
心
と
し
た
国
の
支
援
策
を
更
に
拡
充
す
る
内
容
の
法
改
正
が
行
わ
れ
た
(
)
。
ｂ
構
造
改
革
特
区
現
行
法
制
の
下
で
は
、
地
域
振
興
に
限
界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
小
泉
政
権
の
目
玉
政
策
の
一
つ
と
な
っ
た
の
が
、｢
構
造
改
革
特
区｣
制
度
で
あ
る
。
こ
の
制
度
は
日
本
の
｢
構
造
改
革｣
を
推
進
す
べ
く
位
置
づ
け
ら
れ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
、
国
境
地
域
か
ら
も
数
多
く
の
提
案
が
出
さ
れ
た
。
具
体
的
に
は
、
二
〇
〇
二
年
に
稚
内
市
が
申
請
し
た
｢
国
際
交
流
特
区｣
、
二
〇
〇
二
年
に
対
馬
市
が
申
請
し
た
｢
し
ま
交
流
人
口
拡
大
特
区｣
、
二
〇
〇
三
年
に
石
垣
市
が
申
請
し
た
｢
ク
リ
ア
ラ
ン
ス
特
区｣
、
先
述
し
た
二
〇
〇
五
年
及
び
二
〇
〇
六
年
に
与
那
国
町
が
申
請
し
た
｢
国
境
交
流
特
区｣
が
あ
げ
ら
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ
ら
の
申
請
の
ほ
と
ん
ど
は
｢
対
応
不
可｣
で
あ
っ
た
(
)
。
こ
の
他
、
二
〇
〇
六
年
に
北
海
道
根
室
市
が
｢
北
方
領
土
問
題
の
解
決
に
向
け
た
取
り
組
み
再
構
築
提
言
書｣
を
ま
と
め
た
が
、
そ
の
内
容
に
は
北
特
法
改
正
に
よ
る
財
政
措
置
の
拡
充
や
根
室
市
の
自
由
貿
易
ゾ
ー
ン
化
が
含
ま
れ
て
い
た
。
こ
の
う
ち
、
前
者
に
関
し
て
は
二
〇
〇
九
年
の
北
特
法
改
正
に
よ
り
年
間
九
〇
〇
〇
万
円
前
後
の
補
助
金
の
増
額
や
貝
殻
島
コ
ン
ブ
漁
や
安
全
操
業
で
の
漁
業
負
担
金
の
軽
減
が
実
現
し
た
(
)
。
し
か
し
、
自
由
貿
易
ゾ
ー
ン
化
に
関
し
て
は
検
討
さ
れ
な
か
っ
た
。
ｃ
総
合
特
区
総
合
特
別
区
域
(
総
合
特
区)
法
が
二
〇
一
一
年
に
公
布
さ
れ
、
翌
年
に
施
行
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
税
制
・
財
政
・
金
融
措
置
日本の国境地域に起因する諸問題 (古川)39
も
含
め
た
特
区
の
実
現
が
可
能
に
な
っ
た
。
こ
れ
を
受
け
、
稚
内
市
が
｢
稚
内
港
物
流
活
性
化
・
総
合
再
生
特
区｣
を
申
請
し
た
が
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
評
価
の
対
象
と
さ
れ
な
か
っ
た
(
)
。
一
方
、
五
島
市
、
新
上
五
島
町
及
び
長
崎
県
が
申
請
し
た
｢
椿
に
よ
る
五
島
列
島
活
性
化
特
区｣
は
二
〇
一
二
年
七
月
に
総
合
特
区
に
指
定
さ
れ
た
。
そ
の
提
案
内
容
は
、
約
九
〇
〇
万
本
と
い
う
日
本
一
を
誇
る
五
島
列
島
の
自
生
椿
林
の
環
境
保
全
や
耕
作
放
棄
地
へ
の
椿
苗
植
栽
、
椿
を
活
用
し
た
新
た
な
商
品
開
発
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、｢
椿｣
を
最
大
限
に
活
用
し
た
産
業
振
興
(
農
業
、
製
造
業
、
観
光
な
ど
へ
の
六
次
産
業
化)
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
提
案
内
容
に
あ
る
｢
所
有
者
が
不
明
で
あ
る
自
生
椿
林
を
有
効
に
活
用
す
る
た
め
の
使
用
権
の
設
定｣
に
関
し
て
は
憲
法
第
二
九
条
(
財
産
権
の
保
障)
、｢
未
相
続
と
な
っ
て
い
る
自
生
椿
林
を
有
効
に
活
用
す
る
た
め
の
特
例
法
の
制
定｣
｢
未
相
続
と
な
っ
て
い
る
共
有
農
地
の
利
用
権
設
定
に
係
る
土
地
同
意
要
件
の
緩
和｣
に
関
し
て
は
民
法
第
二
五
二
条
の
共
有
物
の
管
理
の
関
係
上
、
実
現
の
方
向
に
は
至
っ
て
い
な
い
(
)
。
ｄ
国
境
離
島
新
法
(
離
島
保
全
法)
国
境
離
島
新
法
の
制
定
を
求
め
る
動
き
も
あ
る
。
例
え
ば
、
対
馬
市
は
二
〇
〇
八
年
に
国
境
対
馬
振
興
特
別
措
置
法
(
案)
を
、
与
那
国
町
は
二
〇
一
一
年
に
｢(
特
定)
国
境
離
島
(
保
全)
特
別
措
置
法｣
の
骨
子
案
を
明
ら
か
に
し
た
(
)
。
そ
の
後
、
対
馬
市
と
市
議
会
は
、
政
府
に
対
し
、
国
境
離
島
特
別
措
置
法
(
仮
称)
の
制
定
に
向
け
た
提
言
書
を
提
出
し
て
い
る
(
)
。
他
方
、
二
〇
一
二
年
に
は
｢
無
人
国
境
離
島
の
適
切
な
管
理
の
推
進
に
関
す
る
法
律
案｣
と
｢
特
定
国
境
離
島
地
域
の
保
全
及
び
進
行
に
関
す
る
特
別
措
置
法
案｣
が
当
時
野
党
で
あ
っ
た
自
由
民
主
党
議
員
の
議
員
立
法
と
し
て
提
出
さ
れ
た
が
、
こ
れ
ら
の
法
案
は
廃
案
に
な
っ
た
。
そ
の
後
、
同
年
末
に
自
由
民
主
党
が
政
権
復
帰
し
た
こ
と
に
よ
り
、｢
特
定
国
境
離
島
保
全
・
振
興
特
別
措
置
法
案｣
の
二
〇
一
五
年
の
通
常
国
会
へ
の
提
出
の
動
き
も
見
ら
れ
た
(
)
。
40
し
か
し
な
が
ら
、
上
記
の
法
案
は
提
出
さ
れ
ず
、
二
〇
一
五
年
六
月
に
自
由
民
主
党
を
中
心
に
新
た
な
議
員
立
法
の
概
要
が
ま
と
め
ら
れ
た
。
法
案
の
概
要
は
、
国
境
に
近
い
島
に
人
が
継
続
し
て
住
め
る
よ
う
国
が
積
極
的
に
関
与
し
、
領
海
や
排
他
的
経
済
水
域
(
Ｅ
Ｅ
Ｚ)
を
保
全
す
る
た
め
に
、
人
口
減
少
が
著
し
く
、
無
人
島
に
な
る
お
そ
れ
の
あ
る
離
島
を
｢
特
定
国
境
離
島｣
に
指
定
し
、
島
を
結
ぶ
船
や
航
空
機
の
運
賃
及
び
島
で
の
生
活
に
必
要
な
物
資
の
購
入
費
用
の
低
廉
化
、
雇
用
機
会
の
拡
大
や
漁
船
操
業
へ
の
助
成
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
た
。
な
お
、
特
定
国
境
離
島
に
指
定
す
る
の
は
、
礼
文
島
・
利
尻
島
・
奥
尻
島
(
北
海
道)
、
佐
渡
島
(
新
潟
県)
、
対
馬
・
壱
岐
島
・
五
島
列
島
(
長
崎
県)
な
ど
が
想
定
さ
れ
た
(
)
。
そ
し
て
二
〇
一
六
年
四
月
に
｢
有
人
国
境
離
島
地
域
の
保
全
及
び
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
に
係
る
地
域
社
会
の
維
持
に
関
す
る
特
別
措
置
法
案｣
が
国
会
に
提
出
さ
れ
可
決
・
成
立
し
た
。
同
法
で
、
礼
文
島
・
利
尻
島
・
奥
尻
島
(
北
海
道)
、
佐
渡
島
(
新
潟)
、
舳
倉
島
(
石
川)
、
対
馬
・
壱
岐
島
(
長
崎)
、
種
子
島
・
屋
久
島
(
鹿
児
島)
な
ど
八
都
道
県
の
計
七
一
島
を
｢
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域｣
に
指
定
し
、
国
や
自
治
体
が
船
舶
・
航
空
運
賃
を
一
部
負
担
す
る
ほ
か
、
安
定
的
な
漁
業
経
営
の
た
め
必
要
な
財
政
措
置
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
(
)
。
な
お
、
同
法
は
二
〇
一
七
年
四
月
か
ら
一
〇
年
の
時
限
立
法
で
あ
る
(
)
。
三
考
察
漁
業
の
衰
退
に
伴
う
人
口
減
少
及
び
制
限
さ
れ
て
い
る
国
際
交
流
の
観
点
か
ら
国
の
施
策
を
考
察
し
た
場
合
、
以
下
の
こ
と
が
言
え
る
。
ま
ず
漁
業
資
源
保
護
に
関
し
て
は
、
対
岸
国
と
比
べ
る
と
、
同
問
題
の
解
決
を
図
る
施
策
に
な
っ
て
い
る
と
は
必
ず
し
も
言
え
な
い
。
と
い
う
の
も
、
二
〇
一
六
年
度
当
初
予
算
で
も
二
、〇
〇
〇
人
の
新
規
漁
業
就
業
者
を
確
保
す
る
こ
と
が
目
標
と
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
全
国
の
数
字
で
あ
り
、
国
境
地
域
に
割
り
当
て
ら
れ
る
わ
け
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
漁
業
取
締
に
関
し
て
も
、
確
か
に
強
化
さ
れ
つ
つ
あ
る
が
、
漁
業
の
衰
退
に
よ
る
国
境
監
視
機
能
の
劣
化
を
補
う
ま
で
に
は
至
っ
て
い
な
い
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
日本の国境地域に起因する諸問題 (古川)41
他
方
、
離
島
振
興
法
を
は
じ
め
と
す
る
法
律
は
対
象
地
域
の
ハ
ー
ド
面
(
道
路
、
港
湾
整
備
な
ど)
の
発
展
に
寄
与
し
て
き
た
と
言
え
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
先
述
し
た
人
口
減
少
を
考
慮
す
る
と
、｢
振
興｣
に
結
び
つ
い
た
と
は
言
え
な
い
。
な
お
、
こ
の
背
景
に
は
、
日
本
国
憲
法
第
一
四
条
の
｢
法
の
下
の
平
等｣
規
定
の
解
釈
が
あ
る
と
言
わ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
同
規
定
の
解
釈
に
は
｢
立
法
者
非
拘
束
説｣
と
｢
立
法
者
拘
束
説｣
が
あ
る
が
、
日
本
で
は
後
者
が
当
然
と
解
さ
れ
て
い
る
た
め
、
単
に
｢
国
境
地
域｣
で
あ
る
だ
け
で
は
振
興
施
策
に
制
約
が
課
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
(
)
。
ま
た
、
担
い
手
確
保
対
策
も
、
そ
も
そ
も
必
ず
し
も
国
境
地
域
に
限
定
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
上
に
、
前
年
度
よ
り
は
減
額
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
そ
の
効
果
は
疑
問
視
さ
れ
る
。
上
記
に
加
え
、
小
泉
政
権
の
｢
三
位
一
体
改
革｣
に
よ
り
、
地
方
交
付
税
交
付
金
を
は
じ
め
と
す
る
国
か
ら
補
助
金
が
削
減
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
国
境
地
域
で
は
対
岸
地
域
と
の
交
流
に
活
路
を
見
出
す
べ
く
、
先
述
し
た
特
区
申
請
が
な
さ
れ
た
が
、
基
本
的
に
そ
の
ほ
と
ん
ど
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
(
)
。
そ
の
た
め
、
本
来
は
国
防
を
担
う
べ
く
自
衛
隊
が
地
域
振
興
の
手
段
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
事
例
も
存
在
す
る
。
例
え
ば
、
与
那
国
町
で
は
、
二
〇
〇
八
年
に
与
那
国
町
議
会
が
｢
自
衛
隊
誘
致
に
関
す
る
要
請
決
議｣
を
可
決
し
て
か
ら
、
町
内
を
二
分
す
る
対
立
が
生
じ
た
が
、｢
自
衛
隊
配
備
が
地
域
振
興
に
な
る｣
と
い
う
意
見
が
賛
成
派
の
主
流
に
あ
っ
た
(
)
。
そ
の
後
の
紆
余
曲
折
を
経
て
、
二
〇
一
六
年
三
月
に
陸
上
自
衛
隊
与
那
国
駐
屯
地
が
開
設
さ
れ
た
結
果
、
人
口
が
一
四
八
九
人
(
二
〇
一
六
年
二
月)
か
ら
一
七
〇
二
人
(
二
〇
一
六
年
七
月)
に
増
加
し
た
が
、
こ
の
見
方
そ
れ
自
体
に
関
し
て
は
当
然
賛
否
両
論
が
あ
る
(
)
。
し
か
し
な
が
ら
、
少
な
く
と
も
現
行
法
制
の
硬
直
性
が
こ
の
よ
う
な
動
き
を
も
た
ら
し
た
と
も
言
え
る
で
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
に
、
日
本
の
国
境
地
域
に
お
い
て
は
、
現
行
法
制
を
全
国
一
律
に
適
用
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
衰
退
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
ば
か
り
か
拍
車
を
か
け
て
い
る
。
二
〇
〇
〇
年
に
地
方
分
権
推
進
一
括
法
が
施
行
さ
れ
、｢
国
と
地
方
が
対
等
に
な
っ
た｣
と
言
わ
れ
て
久
し
い
が
、
日
本
の
国
境
地
域
の
実
情
を
見
る
限
り
、
少
な
く
と
も
｢
日
本
の
国
境
地
域
の
主
体
性
は
無
視
さ
れ
て
い
る｣
と
言
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
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お
わ
り
に
本
論
で
は
、
日
本
の
国
境
地
域
に
お
け
る
諸
問
題
と
し
て
、
隣
国
に
接
し
て
い
る
地
理
的
特
性
に
基
づ
く
観
点
か
ら
、
漁
業
の
衰
退
に
伴
う
人
口
の
急
激
な
減
少
及
び
制
限
さ
れ
た
国
際
交
流
に
焦
点
を
当
て
て
説
明
し
た
。
こ
れ
ら
の
問
題
は
、
日
本
の
他
の
過
疎
地
域
で
も
当
て
は
ま
る
が
、
国
境
地
域
で
は
隣
国
の
影
響
が
大
き
い
た
め
特
に
顕
著
な
問
題
と
し
て
位
置
づ
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
次
に
、
国
境
地
域
に
対
す
る
国
の
施
策
の
現
状
を
考
察
し
、
漁
業
資
源
保
護
や
振
興
政
策
に
限
界
が
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
前
者
に
関
し
て
は
、
新
規
漁
業
就
業
者
の
確
保
や
ま
た
、
水
産
庁
に
よ
る
漁
業
取
締
の
強
化
が
図
ら
れ
て
い
る
と
は
言
え
、
か
つ
て
の
漁
業
者
に
よ
り
国
境
監
視
や
取
締
船
の
絶
対
数
を
考
え
る
と
、
さ
ら
な
る
強
化
が
必
要
で
あ
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
後
者
に
関
し
て
も
、
本
論
で
説
明
し
た
通
り
、
国
境
地
域
で
は
主
に
地
理
的
に
距
離
の
近
い
隣
国
と
の
交
流
に
活
路
を
見
出
す
べ
く
、
特
区
申
請
や
国
境
離
島
振
興
新
法
(
案)
が
出
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
前
者
は
ほ
と
ん
ど
認
め
ら
れ
ず
、
後
者
は
二
〇
一
六
年
四
月
に
離
島
保
全
法
の
成
立
と
い
う
形
で
一
応
の
結
実
を
見
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
同
法
に
基
づ
く
施
策
は
国
際
交
流
を
活
発
に
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
し
、
そ
の
実
効
性
の
評
価
は
同
法
の
施
行
さ
れ
る
二
〇
一
七
年
度
以
降
に
待
た
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
近
年
、
日
本
の
領
土
問
題
に
関
す
る
関
心
が
高
ま
り
、
特
に
尖
閣
諸
島
問
題
に
関
し
て
は
国
防
上
の
強
化
を
図
ろ
う
と
す
る
動
き
が
強
ま
り
つ
つ
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
尖
閣
諸
島
も
か
つ
て
は
有
人
島
で
、
無
人
島
に
な
っ
た
か
ら
こ
そ
現
在
の
よ
う
な
問
題
が
生
じ
て
し
ま
っ
た
と
考
え
る
と
、
他
の
国
境
離
島
に
関
す
る
施
策
を
さ
ら
に
充
実
さ
せ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
考
察
で
も
述
べ
た
よ
う
に
、
憲
法
上
の
制
約
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
国
の
施
策
は
、
特
に
地
域
振
興
に
関
し
て
は
、
他
の
離
島
・
過
疎
地
域
と
同
様
の
施
策
に
留
ま
っ
て
い
る
。
本
来
、
国
境
地
域
は
、｢
安
全
保
障
の
最
前
線｣
で
あ
る
と
同
時
に
｢
国
際
交
流
の
玄
関
口｣
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
日
本
の
日本の国境地域に起因する諸問題 (古川)43
国
境
地
域
の
場
合
、
地
理
的
に
近
い
隣
国
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
交
流
拡
大
に
向
け
た
方
策
が
国
の
都
合
に
よ
り
閉
ざ
さ
れ
続
け
て
き
て
い
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
衰
退
に
歯
止
め
を
か
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
そ
れ
こ
そ
が
ま
さ
に
冒
頭
で
指
摘
し
た
日
本
の
国
境
地
域
に
お
け
る
問
題
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
な
か
な
か
解
決
に
向
け
た
抜
本
的
な
施
策
が
見
え
な
い
中
で
、
い
か
に
本
論
で
考
察
し
た
諸
問
題
の
解
決
に
向
け
て
日
本
の
国
境
地
域
は
行
動
し
て
い
く
べ
き
か
。
こ
の
点
は
、
本
研
究
の
課
題
と
し
て
、
筆
者
自
身
も
参
加
し
て
い
る
二
〇
一
一
年
一
一
月
に
設
立
さ
れ
た
実
務
者
と
研
究
者
か
ら
な
る
境
界
地
域
研
究
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
Ｊ
Ａ
Ｐ
Ａ
Ｎ
(J
apan
In
tern
ation
al
B
order
S
tu
dies
N
etw
ork
:
J
IB
S
N
(
))
や
二
〇
一
四
年
四
月
に
発
足
し
た
特
定
非
営
利
活
動
法
人
国
境
地
域
研
究
セ
ン
タ
ー
(J
apan
C
en
ter
for
B
orderlan
ds
S
tu
dies:
J
C
B
S
(
))
の
活
動
を
通
じ
て
引
き
続
き
考
え
て
い
き
た
い
。
註
(
１)
日
本
政
府
は
｢
尖
閣
諸
島
を
め
ぐ
っ
て
解
決
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
領
有
権
の
問
題
は
そ
も
そ
も
存
在
し
な
い｣
と
い
う
立
場
で
あ
る
。
(
２)
北
方
四
島
が
日
本
の
領
土
で
あ
る
限
り
、
厳
密
に
は
根
室
地
域
は
国
境
地
域
と
は
呼
べ
な
い
が
、
本
論
で
は
こ
の
地
域
を
含
め
て
考
察
す
る
。
(
３)
拙
稿
｢
日
本
の
境
界
地
域
を
考
え
る｣
(『
月
刊
地
理』
二
〇
一
六
年
七
月
号)
、
六
一
―
六
二
頁
。
(
４)
｢
離
島
の
現
状｣
(
国
土
交
通
省：
h
ttp://w
w
w
.m
lit.g
o.jp/com
m
on
/000228919.pdf)
(
５)
詳
細
は
、
特
集
｢
境
界
地
域：
現
場
の
声
を
紡
ぐ｣
(『J
IB
S
N
レ
ポ
ー
ト
第
七
号』：
h
ttp://src-h
ok
u
dai-ac.jp/jibsn
/report/
J
IB
S
N
7.pdf)
、
三
二
・
四
六
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
６)
｢
離
島
の
現
状｣
(
国
土
交
通
省
前
掲
サ
イ
ト)
(
７)
詳
細
は
、
特
集
｢J
IB
S
N
五
島
セ
ミ
ナ
ー
二
〇
一
三｣
(『J
IB
S
N
レ
ポ
ー
ト
第
六
号』：
h
ttp://src-h
ok
u
dai-ac.jp/jibsn
/report/
J
IB
S
N
6.pdf)
一
四
―
一
八
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
８)
詳
細
は
、
本
田
良
一
『
日
ロ
現
場
史
北
方
領
土
終
わ
ら
な
い
戦
後』
北
海
道
新
聞
社
、
二
〇
一
三
年
、
一
三
四
―
一
三
六
頁
を
参
照
44
さ
れ
た
い
。
(
９)
詳
細
は
、
特
集
｢J
IB
S
N
五
島
セ
ミ
ナ
ー
二
〇
一
三｣
(
前
掲
サ
イ
ト)
二
二
―
二
三
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
｢
稚
内
―
サ
ハ
リ
ン
航
路
、
一
五
年
度
い
っ
ぱ
い
で
撤
退
へ
ハ
ー
ト
ラ
ン
ド｣
(『
日
本
経
済
新
聞』
二
〇
一
四
年
九
月
九
日：
h
ttp://w
w
w
.
n
ik
k
ei.com
/article/D
G
X
L
A
S
F
C
09H
0F
_Z
00C
14A
9L
41000/)
(
)
｢
再
開
向
け
大
筋
合
意
日
ロ
航
路
日
ロ
共
同
運
航
で
七
月
二
五
日
か
ら
一
六
往
復｣
(『
稚
内
プ
レ
ス』
二
〇
一
六
年
六
月
二
九
日：
h
ttp://w
ak
k
an
aipress.com
/2016/06/29/17187)
及
び
｢
日
ロ
航
路
再
開
八
月
か
ら
一
四
往
復
二
八
便
運
航｣
(『
稚
内
プ
レ
ス』
二
〇
一
六
年
七
月
三
〇
日：
h
ttp://w
ak
k
an
aipress.com
/2016/07/30/17791)
を
参
照
。
な
お
、
最
終
的
に
は
、
往
復
４
便
が
欠
航
し
一
四
往
復
二
四
便
運
航
で
五
一
一
人
(
ロ
シ
ア
三
三
六
人
、
日
本
一
五
四
人
、
そ
の
他
二
一
人)
が
利
用
し
た
(｢
サ
ハ
リ
ン
航
路
け
さ
最
終
便
が
出
港
上
々
の
運
航
実
績
残
す
｣
(
『
稚
内
プ
レ
ス』
二
〇
一
六
年
九
月
一
六
日
：h
ttp://w
ak
k
an
aipress.com
/2016/09/16/18723))
。
(
)
詳
細
は
、
特
集
｢J
IB
S
N
根
室
セ
ミ
ナ
ー
二
〇
一
五｣
(『J
IB
S
N
レ
ポ
ー
ト
第
一
一
号』：
h
ttp://src-h
ok
u
dai-ac.jp/jibsn
/report/
J
IB
S
N
11.pdf)
三
九
―
四
〇
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、
特
集
｢
日
本
初
の
国
境
観
光
・
対
馬
モ
デ
ル
の
可
能
性
を
考
え
る｣
(『J
IB
S
N
レ
ポ
ー
ト
第
八
号』：
h
ttp://src-h
ok
u
dai-
ac.jp/jibsn
/report/J
IB
S
N
8.pdf)
二
一
―
二
二
頁
で
の
財
部
能
成
・
対
馬
市
長
(
当
時)
の
発
言
(
二
一
―
二
二
頁)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
｢
台
湾
路
線
、
二
社
運
休
へ
冬
期
の
運
航
計
画
な
し｣
(『
八
重
山
毎
日
新
聞』
二
〇
一
三
年
九
月
一
六
日：
h
ttp://w
w
w
.y
-m
ain
ich
i.
co.jp/n
ew
s/23298/)
(
)
｢
中
華
航
空
石
垣
―
台
北
便
運
休
へ｣
(『
八
重
山
毎
日
新
聞』
二
〇
一
五
年
一
〇
月
一
五
日：
h
ttp://w
w
w
.y
-m
ain
ich
i.co.jp/n
ew
s/
28526/)
及
び
｢
中
華
航
空
運
航
再
開
へ
石
垣⇔
台
北｣
(『
八
重
山
毎
日
新
聞』
二
〇
一
六
年
二
月
二
三
日：
h
ttp://w
w
w
.y
-m
ain
ich
i.
co.jp/n
ew
s/29404/)
を
参
照
。
(
)
詳
細
は
、
伊
藤
一
哉
｢
ビ
ザ
な
し
交
流｣
(
岩
下
明
裕
編
『
日
本
の
｢
国
境
問
題｣』
藤
原
書
店
、
二
〇
一
二
年
、
一
〇
〇
―
一
〇
一
頁)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、
長
谷
川
俊
輔
｢｢
国
境｣
と
呼
べ
な
い
街
・
根
室｣
(
岩
下
編
、
同
上
、
九
七
―
九
九
頁)
及
び
遠
藤
輝
宣
｢
領
土
問
題
と
地
元
・
日本の国境地域に起因する諸問題 (古川)45
根
室
の
声｣
(
岩
下
編
、
同
上
、
一
一
六
―
一
一
七
頁)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、
上
妻
毅
｢
与
那
国
・
自
立
へ
の
ビ
ジ
ョ
ン｣
断
想
(
岩
下
編
、
同
上
、
二
四
五
―
二
五
六
頁)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、
本
田
、
前
掲
書
、
一
六
二
―
一
六
四
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
特
集
｢J
IB
S
N
根
室
セ
ミ
ナ
ー
二
〇
一
五｣
(
前
掲
サ
イ
ト)
、
四
頁
。
(
)
｢｢
日
ロ
さ
け
・
ま
す
漁
業
交
渉｣
(
ロ
シ
ア
二
〇
〇
海
里
水
域
分)
の
結
果
に
つ
い
て｣
(
水
産
庁：
h
ttp://w
w
w
.jfa.m
aff.g
o.jp/j/
press/k
ok
u
sai/
一
六
〇
五
一
三.h
tm
l)
(
)
｢｢
第
一
五
回
日
韓
漁
業
共
同
委
員
会｣
の
結
果
に
つ
い
て｣
(
水
産
庁：
h
ttp://w
w
w
.jfa.m
aff.g
o.jp/j/press/k
ok
u
sai/130624.
h
tm
l)
(
)
｢｢
第
一
四
回
日
中
漁
業
共
同
委
員
会
第
三
回
準
備
会
合｣
及
び
｢
第
一
四
回
日
中
漁
業
共
同
委
員
会｣
の
結
果
に
つ
い
て｣
(
水
産
庁：
h
ttp://w
w
w
.jfa.m
aff.g
o.jp/j/press/k
ok
u
sai/130812.h
tm
l)
(
)
｢
日
韓
漁
業
交
渉
が
再
決
裂
…
…
密
漁
や
り
放
題
の
韓
国
が
自
ら
棚
に
上
げ
て
｢
中
国
は
乱
獲
や
め
ろ｣
と
い
う
の
は
論
理
矛
盾
で
は
な
い
か
？｣
(『
産
経
ニ
ュ
ー
ス』
二
〇
一
六
年
七
月
一
〇
日：
h
ttp://w
w
w
.san
k
ei.com
/prem
iu
m
/n
ew
s/160710/prm
1607100003-
n
1.h
tm
l)
(
)
｢｢
第
一
六
回
日
中
漁
業
共
同
委
員
会｣
及
び
｢
第
一
六
回
日
中
漁
業
共
同
委
員
会
第
二
回
準
備
会
合｣
の
結
果
に
つ
い
て｣
(
水
産
庁：
h
ttp://w
w
w
.jfa.m
aff.g
o.jp/j/press/k
ok
u
sai/150716.h
tm
l)
(
	)
｢
最
近
の
日
台
関
係
と
台
湾
情
勢
(
平
成
二
六
年
四
月)｣
(
外
務
省：
h
ttp://w
w
w
.m
ofa.g
o.jp/m
ofaj/area/taiw
an
/pdfs/k
an
k
ei.
pdf)
、
六
頁
。
(

)
｢
日
台
漁
業
交
渉
、
三
角
水
域
拡
大
で
決
着
台
湾
か
ら
一
定
の
譲
歩｣
(『
沖
縄
タ
イ
ム
ス』
二
〇
一
五
年
三
月
八
日：
h
ttp://w
w
w
.
ok
in
aw
atim
es.co.jp/articles/-/11733)
(
)
｢
日
台
の
漁
業
ル
ー
ル
維
持
漁
船
間
四
カ
イ
リ
認
め
ら
れ
ず｣
(
『
沖
縄
タ
イ
ム
ス』
二
〇
一
六
年
三
月
五
日：
h
ttp://w
w
w
.
ok
in
aw
atim
es.co.jp/articles/-/24856)
(
)
｢
平
成
二
八
年
度
水
産
関
係
予
算
概
算
決
定
の
概
要｣
(
水
産
庁：
h
ttp://w
w
w
.jfa.m
aff.g
o.jp/j/bu
dg
et/pdf/28y
osan
n
k
ettei.
46
pdf)
(
)
な
お
、
平
成
二
八
年
度
の
漁
業
取
締
船
の
隻
数
は
平
成
二
七
年
度
と
同
じ
で
あ
る
(
官
船
七
隻
、
用
船
三
七
隻：
計
四
四
隻)
。(｢
平
成
二
八
年
度
水
産
関
係
予
算
概
算
要
求
の
概
要｣
(
水
産
庁：
h
ttp://w
w
w
.jfa.m
aff.g
o.jp/j/bu
dg
et/pdf/28g
aisan
y
ou
k
y
u
g
aiy
ou
.pdf)
、
二
一
頁)
(
)
本
論
で
は
、
深
く
取
り
上
げ
な
い
が
、
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
、
小
笠
原
諸
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
の
改
正
法
に
関
し
て
詳
細
は
、
岡
野
克
弥
・
三
重
野
真
代
｢
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
お
よ
び
小
笠
原
諸
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
の
改
正
に
つ
い
て｣
(『
し
ま』
二
三
七
号
、
二
〇
一
四
年)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
｢
離
島
振
興
法
の
概
要｣
(
総
務
省：
h
ttp://w
w
w
.sou
m
u
.g
o.jp/m
ain
_con
ten
t/000166444.pdf)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、｢
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
の
あ
ら
ま
し
(
二
〇
一
二
年)｣
(
内
閣
府：
h
ttp://w
w
w
8.cao.g
o.jp/ok
in
aw
a/pam
ph
let/
ok
ish
in
h
ou
-aram
ash
i/aram
ash
i2012.pdf)
、
二
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、
拙
稿
｢
国
境
地
域
の
挑
戦
自
治
体
主
導
の
｢
国
際
政
策｣
に
向
け
て｣
(
岩
下
明
裕
編
『
日
本
の
国
境
・
い
か
に
こ
の
｢
呪
縛｣
を
解
く
か』
北
海
道
大
学
出
版
会
、
二
〇
一
〇
年
所
収
、
一
五
七
―
一
七
〇
頁)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
本
田
、
前
掲
書
、
五
九
一
頁
。
(
)
拙
稿
｢
日
本
の
｢
国
境
地
域｣
法
制
｢
地
域
振
興｣
の
視
点
か
ら
｣
(『
社
会
科
学
研
究』
第
三
二
巻
第
一
号
、
二
〇
一
二
年
所
収
、
一
〇
四
・
一
〇
六
頁
。
(
)
｢
規
制
の
特
例
措
置
に
係
る
協
議
の
結
果｣
(
首
相
官
邸：
h
ttp://w
w
w
.k
an
tei.g
o.jp/jp/sin
g
i/tiik
i/sog
otoc/k
y
ou
g
i/ron
ten
_
H
24ak
i/tiik
i32_H
24ak
i.pdf)
(
	)
詳
細
は
、
拙
稿
、
日
本
の
｢
国
境
地
域｣
法
制
、
一
〇
一
―
一
〇
二
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(

)
詳
細
は
、
特
集
｢J
IB
S
N
五
島
セ
ミ
ナ
ー
二
〇
一
三｣
(
前
掲
サ
イ
ト)
三
八
―
四
四
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
｢
国
境
近
い
離
島
、
無
人
化
阻
止
に
イ
ン
フ
ラ
整
備
支
援
自
民
の
特
措
法
案
概
要
判
明｣
(｢
産
経
ニ
ュ
ー
ス｣
二
〇
一
四
年
八
月
一
〇
日：
h
ttp://san
k
ei.jp.m
sn
.com
/politics/n
ew
s/140810/lcl14081008000001-n
1.h
tm
)
(
)
｢
国
境
付
近
の
有
人
離
島
保
全
へ
議
員
立
法
、
無
人
化
防
ぐ｣
(『
日
本
経
済
新
聞』
二
〇
一
五
年
六
月
五
日：
h
ttp://w
w
w
.n
ik
k
ei.com
/
日本の国境地域に起因する諸問題 (古川)47
article/D
G
X
L
A
S
F
S
05H
5X
_V
〇
〇C
15A
6E
A
F
000/)
(
)
｢
有
人
国
境
離
島
地
域
の
保
全
及
び
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
に
係
る
地
域
社
会
の
維
持
に
関
す
る
特
別
措
置
法
案｣
(
衆
議
院：
h
ttp://
w
w
w
.sh
u
g
iin
.g
o.jp/in
tern
et/itdb_g
ian
.n
sf/h
tm
l/g
ian
/h
on
bu
n
/h
ou
an
/g
19001018.h
tm
)
(
)
｢
離
島
保
全
法
が
成
立
領
海
や
排
他
的
経
済
水
域
を
管
理｣
(『
日
本
経
済
新
聞』
二
〇
一
六
年
四
月
二
〇
日：
h
ttp://w
w
w
.n
ik
k
ei.
com
/article/D
G
X
L
A
S
F
S
20H
0L
_Q
6A
420C
1000000/)
。
な
お
、
離
島
振
興
法
に
基
づ
く
離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
属
す
る
島
は
二
六
〇
島
(
七
〇
市
三
一
町
一
一
村：
二
〇
一
五
年
七
月
一
三
日
現
在)
で
あ
る
(｢
離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
一
覧｣
(
国
土
交
通
省：
h
ttp://
w
w
w
.m
lit.g
o.jp/com
m
on
/001098365.pdf)
。
(
)
例
え
ば
、
野
中
俊
彦
・
高
橋
和
之
・
中
村
睦
男
・
高
見
勝
利
『
憲
法
Ⅰ
【
第
五
版
】』
有
斐
閣
、
二
〇
一
二
年
、
二
八
四
―
二
八
八
頁
。
(
)
詳
細
は
、
拙
稿
、
国
境
地
域
の
挑
戦
、
及
び
、
日
本
の
｢
国
境
法
制｣
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、
佐
道
明
広
『
沖
縄
現
代
政
治
史』
吉
田
書
店
、
二
〇
一
四
年
、
第
四
章
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
与
那
国
町
の
人
口
に
関
す
る
詳
細
は
｢
与
那
国
町
人
口
推
移｣
(
与
那
国
町
：h
ttp://w
w
w
.tow
n
.y
on
ag
u
n
i.ok
in
aw
a.jp/pdf/jin
k
o
u
h
y
ou
201609.pdf)
、
直
近
の
状
況
に
関
し
て
は
｢
与
那
国
に
陸
自
駐
屯
地
発
足
半
年
、
変
わ
る
島
の
暮
ら
し｣
(
『
日
本
経
済
新
聞』
二
〇
一
六
年
九
月
五
日：
h
ttp://w
w
w
.n
ik
k
ei.com
/article/D
G
X
L
A
S
D
G
30H
50_R
00C
16A
9C
N
8000/)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
(h
ttp://src-h
ok
u
dai-ac.jp/jibsn
/)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
(
)
詳
細
は
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
(h
ttp://borderlan
ds.or.jp/)
を
参
照
さ
れ
た
い
。
付
記
本
論
の
元
に
な
っ
た
論
文
は
、
日
本
地
方
政
治
学
会
・
日
本
地
域
政
治
学
会
二
〇
一
四
年
度
東
京
大
会
(
二
〇
一
四
年
五
月
三
一
日)
及
び
日
本
政
治
学
会
二
〇
一
四
年
度
研
究
大
会
(
二
〇
一
四
年
一
〇
月
一
二
日)
に
お
い
て
発
表
の
機
会
を
得
た
。
各
大
会
で
コ
メ
ン
ト
を
く
だ
さ
っ
た
皆
様
に
こ
の
場
を
借
り
て
改
め
て
感
謝
の
意
を
表
し
た
い
。
な
お
、
本
論
は
、
科
学
研
究
費
補
助
金
(
挑
戦
的
萌
芽
研
究
[15K
12998])
に
基
づ
く
研
究
成
果
の
一
部
で
あ
る
。
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